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一．研究の背景と目的
１．農村部における「九年義務教育」　　
実施の歴史
中国は、改革開放が行われた1978年以降に、中央政
府が教育改革に着手し、1986年には義務教育法を定め、
全国的に「九年義務教育」1を実施した。当時は、農業
大国である中国の農村人口が全国人口の半数以上を占
めていた。また「九年義務教育」の普及は都市部に比
べると、農村部ははるかに遅れていた。1993年中国共
産党大会は、「中国教育改革および発展綱要」を発表し、
2000年までに「九年義務教育」の普及と青少年非識字
率を減らすことを目標にし、全国の農村部に学校建設
を推進し、とくに農村貧困地域や少数民族地区に多く
の学校がつくられた。
教育部は、2001年の人民代表大会での方針を受け、「全
面教育事業第十次五ヶ年計画」を制定した。この計画
では、2005年までと、2010年までの二段階の具体的な
目標が設定され、義務教育普及の完成と非識字率の一
掃の他、「素質教育2」、「国家貧困地域義務教育」、「西
1	 九年義務教育：義務教育を小学校6年と中学校３年をあわせ九年義
務教育という。
2	 素質教育：教育受ける側の諸方面を高めることを教育目標とした教
育の方式。思想道徳の素質、能力、個性、身心の健康等を重視した、
応試教育と相反対である。
部教育開発」等のプロジェクト、「中国児童発展要綱
（2001 ～ 2010）」、「中国児童発展要綱（2011 ～ 2020）」
の推進が示された。
2001年、国務院「基礎教育改革と発展に関する決定」
（以下「決定」と略す）では、「各地域の状況に合う（因
地制宜）教育配置調整をし、小学校は就近入学、中学
を相対的に集中させ、教育資源配置の優れ、合理的な
規劃と学校配置調整をする。農村小学校は生徒の通学
可能な範囲を前提として、適応に統合する。必要に応
じて寄宿制学校づくりを許可する。」と定め、これを実
施することにより、中国における農村の小中学校配置
調整は、全国的に実施されることになった。
２．「九年義務教育」の実施と研究の意義・
目的
中国で国家方針として進められてきた大規模な学校
配置調整についてはいくつかの論点がある。張3は、「格
差是正や教育水準の向上、基礎教育4の普及に大きな成
果をもたらしているという評価が一般的である。」と述
べている。しかし、農村部や少数民族地区における学
校の統廃合の実施により、「農村部の学校教育水準が総
合的に向上したが、貧困地域や僻地における教育水準
はまだ低い。このような農村部の学校の子どもが教育
問題のみならず、他に様々な問題を抱えている。」とい
3	 張洪華著「農村における小中学校配置調整の優慮」2012年
4	 基礎教育：小中学校教育のことを指す。
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う指摘もある。5
また、「農村学校の寄宿舎の整備不足、学校統廃合後
のクラスの大規模による教師の負担が増大している点
等が各農村地域に多くみられるようになっている。」と
周6の調査報告は、指摘している。
農村の学校配置調整による学校統廃合について、野
村ら7は、「学校中心に形成された地域のコミュニティ
の影響が懸念される」と指摘している。
さらに、近年では中国の子どもたちの問題として顕
在化してきた農村留守児童問題が、社会的な問題と認
識されるようになった。この問題を解決するため、農
村寄宿制学校は新たな役割を担う可能性があると考え
られているという指摘もある。
つまり、この時期、義務教育の普及と急速な学校の
建設、その一方で統廃合される学校も多くなり、地域
と子どもの成長などに様々な影響を与えているといえ
る。
本研究は、中国農村部における学校統廃合と寄宿制
学校が子どもの暮らしに与えた影響を明らかにするた
めに、中国社会の状況と教育政策、教育制度、教育体
制を整理することを目的とする。しかし、中国は政府
の政策と地域での実態が異なることが多くあるため、
子どもの暮らしに強く影響を与える地域の小中学校の
統廃合を行政調査や現地でのヒアリング調査などを手
がかかりにしてその実態を明らかにしたいと考える。
本研究で対象にする内モンゴル自治区は、筆者の出身
地であり、教員としての勤務経験もあることから、資
料の入手と調査の実施が可能であり、研究のフィール
ドとした。また、本研究において、この地域の妥当性
については、これらのプロジェクトが、中央政府の指
5	 蘇于君「中国農村学校教育政策の展開と農村学校教員の教育場にお
ける知恵と葛藤」2015年　P5 ～
6	 周　洪新「城鎮化過程の農村小中学校撤点併校問題研究―山東省N
県の調査分析から―」2013年　
7	 野村　理恵・森　傑「中国桂林市5区における小学校における再編
経緯と住民意識の分析」公益社団体法人日本都市計画学会都市計画
論文集VOl.46	No.3	2011年10月
示のもとで、同時期に全面的に実施されている。とくに、
中央政府の「西部大開発」8と都市化に力点を置いた計
画の実施によって、内モンゴル自治区にも大きな変化
をもたらした。この時期からは、地域の開発、教育環
境の整備が重視され、農村地域や少数民族地区の教育
への投資を大幅に増加し、学校配置調整9が推進されて
いる。
以上のような理由から、内モンゴル自治区の農牧区10
の学校配置調整による学校統廃合を検討することは、
中国の少数民族地域のモデルとしてのみならず、中国
農村部における学校統合が子どもの暮らしに与えた影
響と、その結果急増する寄宿学校の実態とその課題を
明らかにできる可能性がある。
中国農村部の学校統合と寄宿学校制度の整備を考え
ることに意味あるものと考えられる。
二．内モンゴル自治区の農牧区で　
実施された学校統廃合と寄宿制
学校
１．中国における少数民族政策
中国は漢民族が圧倒的に多数であり、その他の55民
族は、「少数民族」と言われている。2010年の全国規模
の人口調査では、少数民族の人口は1億643万人であり、
全中国人口13.6億人の中で占める割合は8.4%しかいな
い。だが、少数民族の全人口に占める割合の低さに対し、
8	 「西部大開発」：沿海部と内陸部との経済格差是正や、少数民族地区
の政治的・社会的安定を狙い、同時に内陸部への積極的な外資導入
を図ろうとするものである。沿岸地区に比して開発が著しく遅れて
いる中国内陸の西部地区を重点的に開発するため、2000年に大規模
開発を進めようという国家プロジェクト。同年8月、内モンゴル自
治区が対象に追加された。
9	 学校配置調整：中国語では、「学校布局結構調整」という。主に小
中学校のことを指す。
10	 農牧区：主に伝統の農業と畜牧業が経済収入になる生活方
式の農村部地域を指し、内モンゴルでは畜牧業兼農業地域が多いた
め、農牧区と呼ぶ。
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その居住地域の広さは中国総面積の約64％を占めてい
る。
中国の少数民族の分布状況の特徴としては、以下の6
点が挙げられる。
①人口少ないにもかかわらず広大な地域に分布して
いる。②西部地区の山地、高原、草原等の自然条件、生
活環境が厳しく人口が希薄なところに居住し、天然資
源が多く埋蔵されている。③多くの少数民族は国境に
居住している。④大分散、小集居、交錯雑居とういう
民族分布の状況である。⑤少数民族人口の３分の２は
各民族が「民族区域自治」を実施できる「民族自治地方」
に集中している。⑥３分の１は当該民族の「自治地方」
ではなく、全国各地の都市や農村に分散している。
すなわち、中央政府は少数民族の問題を解決する政
策の一環として、少数民族地区自治の方針を採用して
いるとみられる。11
この方針の原則は、1954年中華人民共和国憲法（以
下憲法という。）において少数民族自治地方を自治区、
自治州、自治県と規定した。
また、憲法第3条では、「中華人民共和国は、統一さ
れた多民族国家である。各民族、すべて平等である。
いかなる民族に対する差別や圧迫を禁止し、各民族の
団結を破壊する行為を禁止する。各民族は、全て自己
の言語・文字を使用し発展させる自由をもつ。各民族
が集居する地方では、区域自治を実行する。」と定めて
いる。
２．農牧区における農村寄宿制学校の　
役割の変化の歴史
内モンゴル自治区（以下内モンゴルと略す）は、モ
ンゴル民族を中心とした中国の少数民族自治区の1つで
ある。地級市（地区クラスの市）、3盟を管轄する。下
級行政区単位としては23市轄区、11県級市（県クラス
11	 ハスゲレル著「中国モンゴル民族教育の変容―バイリンガ
ル教育と英語教育の導入をめぐって」株式会社　現代図書　2016年
2月28日　第１刷発行
の市）、17県、49旗、3自治旗がある。
1980年8月9日に、中国共産党国務院、教育部と民族
委員会により「少数民族教育の強化に関する意見」が
承認された。また、1982年10月18日、教育部は中国新
疆ウイグル自治区イリのカザフ自治州において、「全国
牧畜地区・山間地区における少数民族寄宿制小中学校
の経験交流会｣ を開催した。この会議では、内モンゴ
ル自治区におけるモンゴル民族の寄宿制学校制度が主
たる議題となった。その結果、少数民族地域における
寄宿制学校の有効性が認められ、同年12月20日に教育
部は、「全国牧畜地区・山間地区における少数民族寄宿
制小中学校の経験交流会紀要」を出した。それを受けて、
内モンゴル同様、実行も少なく居住地の分散している
全国の少数民族地域に、内モンゴルにおける寄宿制民
族学校方式を普及させる決定がなされたと烏12 は述べて
いる。
前述のように、2000年、中国の多くの地域では「九
年義務教育」が基本的に普及された。ただし、中西部
ではまだ普及されておらず、“両基”13攻堅任務完成のた
め、国家は中西部への援助率を高め、「西部地区農村寄
宿制学校建設工程の実施に関する方案」を制定し、100
億元を投入した。これは、西地区の「両基」実施する
ことにより、国家レベルから寄宿制学校の建設を全国
農村地区に拡大したことを意味する。また、農村寄宿
制学校の建設を手がかりにし、農村義務教育状況の改
善をはじめ、九年義務教育の普及（以下「普九」14と記す）
の目標を達せさせる主要な手段となった。
2001年の「決定」により、寄宿制学校は、全国の必
要とされる範囲までに拡大された。
2006年9月1日に中華人民共和国改定義務教育法（新
12	 烏力更「中国モンゴル民族学校教育とアイデンティティに
関する研究」佛教大学大学院紀要　教育学研究科篇　第41号	（2013
年3月）
13	「両基」：西部「両基」攻堅計劃の略称。国務院の批准により、
2004-2007年に実施され、主に「西部地域では基本的に九年間義務教
育を普及させ、青年文盲をなくし、国民素質を向上させる。」を指す。
14	 中国語でいう「普及九年義務教育」を略して、「普九」という。
「九年間の義務教育を普及させる」という。
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法）が施行された。第3章17条では「県級の人民政府は、
地元毎に寄宿制学校を成立し、旧住地分散地域の適齢
児童を入学させ、義務教育を保障する」と規定されて
いる。これに対し、董15は、「寄宿制学校は中国少数民
族地域の特性に合わせた法律的に保障された学校制度
となった。」と考えることを発表している。
寄宿制学校教育の制度化により、家庭や地域社会に
おいて長年培ってきた伝統的民族文化の大きな影響の
もとで育った学齢前の子どもたちは、学齢期になると、
子どもたちは親元を離れ、寄宿制民族学校で集団生活
をしながら、教育を受けて暮らすようになり、家庭内
教育の期間が短縮されてしまうのである。
教育部発展規劃司16の統計データによると、2013年ま
では、農村義務教育段階の小中学校の寄宿生は中国全
国では26,100,172人、寄宿率が27.2％を上回り、内モン
ゴル自治区では534,441人、寄宿率が45.7％である。
こうした整備によって、結果として、寄宿制教育は、
農村の教育を受けられない子どもたちの問題を解決し
たうえで、家庭代わりの役割を果たすことになり、寄
宿舎で暮らす子どもたちと寄宿舎に暮らしてない子ど
もたちの間の格差が縮小されることになった。こうし
た成果が、近年社会問題となっている農村留守児童の
教育問題と義務教育の不平衡的な発展問題の顕在化に
対して、寄宿制学校づくりが注目されてきている。
このような問題の顕在化によって、寄宿制学校に新
たな歴史的な使命を与えられたともいうことができる。
「国家中長期教育改革と発展規劃綱要（2010-2020年）」
では、農村寄宿制学校の建設を促進し、留守児童が優
先的寄宿できるように加速することが要求されること
になった。また「農村地域の学校設備を充実させ、農
村の子ども、とくに、農村留守児童の寄宿環境を改善
すること」が強調されている。農村寄宿制学校は、農
15	 董世華　著「我国農村寄宿制学校問題研究」中国社会科学
出版　2015.9　
16	 教育部発展規劃司著「2013年全国教育事業発展簡明統計分
析」2014年版、P225
村留守児童の問題を解決する重要な手段になることが
意識化されたのである。
三．内モンゴル自治区の農牧区に　
おける学校統廃合の具体化
１．内モンゴル自治区の農牧区における
学校の統廃合政策
内モンゴルでは、「西部大開発」や都市化建設の推進
が展開した。烏17によると、内モンゴルの都市化18率は
2000年の42.2％から2013年は56.6％までに増加した。経
済発展型都市化の推進によって農村農牧地は土地が奪
われ、土地資源等の資源配分により、農牧区の住民は
居住地を失う事になる。この過程で、農牧区にある小
中学校の配置にも変化がおきた。
このようなことが、内モンゴルの農村部では増加し
ており、今後さらに増える傾向である。その結果、都
市化が進む農牧地区では農牧区の基礎学校が徐々に廃
校となる現象があらわれた。農牧区の住民が農牧地を
失い、生活維持や子育てに関わる費用が必要になるこ
とによって、都市部へ出稼ぎに行く農牧区の住民が増
加している。
そして、彼らの子どもが出稼ぎにいく親と一緒に都
市部にいき、都市部の学校に入学し、生活する事により、
子どもたちは、いわゆる「流動児童」となり、都市部
で新たな課題があらわれてきた。一方、地元の農村に
子どもを残す、出稼ぎ労働者たちの親もおり、残され
た子どもたちを「農村留守児童」といい、近年の中国
農村社会の大きな問題の一つとして挙げられている。
このような農牧地住民の出稼ぎや政府の指示や、強
17	 烏日漢、烏仁塔娜「内蒙古城市化進程中農牧区教育問題研究」
民族高等教育研究2015年5月第3巻第3期）
18	 都市化：中国語では城市化、城鎮化という。主に、伝統的
な農業の郷村社会から工業やサビース業が現代都市社会へ漸進的に
転換する過程である。具体的に、人口職業の転換、産業構造の転換、
土地および地域の空間的変化を指す。　
76 77
中国農村部の子どもへの学校統廃合の影響―内モンゴル自治区寄宿制学校調査を手がかりにして―／麗　麗
制によって農牧区における住民の居住地の変化、生産、
生活方式が変化させられている。このようなことが当
然、この地域に暮らす子どもたちの教育を受けること
にも影響を与える。
農牧区の学校配置調整は、主に基礎学校の廃合型で
あり、農村基礎教育資源の無駄遣い、または、農牧区
と都市間における基礎学校の格差を拡大したと考えら
れる。農村学校配置調整による学校統廃合前後が地域
発展にもたらした影響に関しては、十分に議論されて
いない状況である。また、農村部においては、教育機
会や水準を保つことも重視されているが、都市部での
急激な都市化や流動人口を見越した対策も必要である。
野村らは、19中央政府による学校配置調整を「新設型」
「移設型」「再建型」「改設型」「拡張型」「合併型」「統合型」
「保留型」であると分類した。
本稿で使用した「統合型」とは、校舎が使用されな
くなる形。つまり、学校は近隣の小学校へ合併され、
組織が消滅し、別の小学校へ吸収され、校舎は廃校と
なった。農村学校統合の理由としては主に、農村児童
人数の減少、農村学齢児の都市部へ流出、農村学校の
教育資源の整備最適化、都市部等農村部の教育格差を
縮小させることがあげられる。
前述の「決定」の発表により、内モンゴルでは広い
範囲内で義務教育学校の配置調整をはじめた。下記の
表１のように、2001 ～ 2011年まで全自治区の学校数は
大幅に減少したことがわかる。
表１内モンゴル自治区学校統廃合状況
年 2001 2011
小学校 9312校 2613校
中学校 1432校 808校
出所：	烏日漢、烏仁塔娜「内蒙古城市化進程中農牧区教育問題
研究」により筆者作成
19	 野村　理恵・森　傑「中国桂林市5区における小学校におけ
る再編経緯と住民意識の分析」公益社団体法人日本都市計画学会都
市計画論文集VOl.46	No.3	2011年10月
以上のように小中学校の統廃合により、全区内に新
たな農牧区小中学校型式が建設された。それは、農村
寄宿制学校である。
烏日漢ら20の調査研究によると、「農牧区学校廃合
が農牧区の教育資源放置や廃棄問題に住民の不満にい
たった。廃棄された設備が再利用されず、放置されて
いる状況なっている。」と述べている。
また、農村小中学校統廃合によって、農村小中学校
に子ども不足、教員設置の不均等も考えられる。農牧
区の学校廃合によって優秀な教師資源を失った。一方、
都市部や城鎮小中学校が子どもの人数飽和状況となり、
教員の人数が不足している状況ともなった。
こうした教育機関の変化は、内モンゴル自治区の農
牧区の経済、社会、文化、生態建設等の多面的に影響
を与えている。
近年は、流動人口の増加により、農牧区学校の生徒
数が激減し、学校数の減少によって小学校が遠くなり、
中学校がもっと遠い鎮や市にあるため、寄宿舎に入ら
なければ、毎日の通学が不可能となった。また、流動
人口や出稼ぎ者の子どもに対して、資料１「内モンゴ
ル自治区児童発展綱要（2011 ～ 2020年）」のような規
定がなされている。
資料１
内モンゴル自治区はモンゴル民族が主なる中国における
辺境の少数民族自治区である。歴史的、自然環境等に
より、経済と文化的な発展水準が制約され、さらに伝
統観念の影響により、児童綱要を実施する過程が中国
のほかの地区より比較的に一定の格差がある。子ども
の優先意識が普及されておらず、児童に関する工作が
未充実の状況である。城郷間の児童における事業発展
が不均衡であり、僻地の農村牧区の児童全体の発展が
低い水準となっている。障害児の発生率と出生人口の
性別差が比較的に高い。城鎮間の義務教育発展が不均
衡、格差が大きい。就学前教育における公共資源が不足
し、普及率が低い。子どもたちも流動人口の影響を受け
ており、適切に解決されていない。社会文化の環境の中
20	 烏日漢、烏仁塔娜「内蒙古城市化進程中農牧区教育問題研究」
民族高等教育研究2015年5月第3巻第3期）
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に未だに子どもの成長発達に不利な消極的な要素がある。
児童発展が突発事件への解決に向け、児童の全面的な発
展と権利保護をもっと促進することが、今後の児童事業
の発展における重大な任務になっている。（略）
三、児童と福利
農村留守児童サビース機能の健全、留守児童が集中して
いる蘇木（郷、鎮）、嘎査（村）に「児童友好家園」を建
設する。農村寄宿制学校のサビース機能完備、留守児童
の心理・感情・行為に対する指導、留守児童の保護者の
監護意識や責任を高める。
「内モンゴル自治区児童発展綱要（2011 ～ 2020年）」より
抜粋して筆者が翻訳。
２．内モンゴル自治区における学校統廃
合の実際
内モンゴルにおける農村部には主に漢族、モンゴル
民族の人々が一緒に生活している。これらの子どもた
ちは民族や宗教等に関係なく、自分が好きな言語で教
育を受けることを選択できる。図１は、農牧区の子ど
もたちの就学や進学を示し、矢印は子どもの就学や進
学の選択を示している。図１のように、農牧区のモン
ゴル民族の小・中学校に進学する子どももいれば、漢
語学校を選択する人もいる。
都市部では、漢族の子どもがモンゴル民族学校に通う
例は極めて少ない。一方、モンゴル民族の子どもは小
学校から漢語学校に通う子どもたちが増えている。こ
れは、モンゴル民族学校や子どもの人数減少の一つと
しても考えられる。近年は、モンゴル民族小学校を卒
業後、漢語の中学・高校に進学する子どもも増加しつ
つある。主な原因としては、まず、少数民族は、母語
に加えて自国語を学ばなければならず、さらに英語教
育の強化は、少数民族の児童にとって大きな負担となっ
ている。民族学校の子どもは、小学校教育の最初の段
階から格差が生じ、将来的に不利となるため、母語を
放棄し、漢語学校を選択する児童や保護者も少なくない。
また、漢語で教育を受けた方が大学入試の際、大学
や専攻の選択肢がモンゴル語で大学入試を受けるより
多いからである。さらに、大学を卒業後、将来の就職
に有利と考える人が多いからである。
図１農牧区の子どもの就・進学の選択図（筆者作成）　
＊「蒙」とは、内モンゴル自治区の略称名でもあり、
図ではモンゴル民族を示している。
農牧区の家庭経済状況や保護者の子どもに対す教育
の意識により、自分の子どもを都市部の学校に入学さ
せる家庭も少なくない。教育熱心の保護者たちは、よ
り良い教育が提供されるところへ子どもを行かせる。
次に、以上のような原因と国家政策により行われた、
内モンゴル自治区の農村小中学校の統廃合実態を具体
的な事例でみてみよう。
３．ウランハダ学校の統廃合
内モンゴルのウランハダ学校の統廃合を事例に、実
態を考えてみたい。
ウランハダ学校は、内モンゴル自治区通遼市ジャルー
ト旗の東北に位置するソム（蘇木）の学校である。ウ
ランハダ蘇木は、8村を管轄し、半農半牧という生活形
式である。2017年の人口は5788人、このうち16歳未満
の子どもは965人である。このうち小学6年生以下は695
人であるが、現在、ウランハダ学校の子ども数は132人
（2017年）になっている。
ウランハダ地域では、初の小学校は1947年10月に創
立され、初の中学校は1970年に創立され、この二学校
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は当時の唯一の小中学校である。そのあと、次々と各
村に小学校が創立され、2000年までに前後、四家子村、
賽布尓村、査干恩格尓村、白音格尓村、黄河図村、額
尓敦宝力高村、五隊村に「村の小学校」が創立された。
そして、2004年5月に、小学校と中学校が合併され、
現在のウランハダ学校になり、専任教員19名、中学校
高級資格所有の教員が8名、小学校高級資格（中学校1級）
所有の教員19名がいる。
図2のウランハダ蘇木（ソム）の概況で示したように、
2004年には、ウランハダ蘇木の賽布尓村、査干恩格尓村、
白音格尓村、黄河図村、額尓敦宝力高村、五隊村の各
村の小学校は廃校され、ウランハダ学校に統合された
後、ウランハダ中心学校という総合的な名称に変更さ
れ、兼ウランハダ中学校も属することになった。この
時期にウランハダ蘇木（ソム）は学校配置調整により、
小学校が統廃合され、これまでの小学校の数が８校か
ら２校に減少された。図２の右側の⇔は各村とウラン
ハダ学校の距離を示す。
また、2006年「両基」建設の実現ため、子ども人数
や学校設備等の問題を抱えるようになった四家子村の
小学校をウランハダ中心学校に統合させ、現在のウラ
ンハダ学校になった。
2008年に、ウランハダ学校は、最終の中学クラスを
終え、中学クラスがなくなり、ウランハダ中学校は
80Kmの距離となる八区（略名）の中学校に統合された。
図2の→は子どもたちの進学状況をあらわす。	 	は
学校統廃合前のモンゴル民族の子どもたちの、地元の
農村小学校→鎮中学校→鎮・市高校→市民族・区内・
国内大学の順で進学していた普通の方法であり、学校
統廃合後も存在している。 	の示すように学校統廃
合後、子どもたちは、地元の小学校に通わず、鎮や市
の小学校に通う子どもの就学や進学が増え、鎮や市の
小学校に通う子どもの人数が地元の小学校に通う人数
より圧倒的に多くなった。また、村の小学校が統合さ
れた後、自宅からウランハダ学校に通えない子どもた
ちは、学校の寄宿舎に入れさせ、5日間寄宿舎内で暮ら
し、週末に自宅に帰ることとなった。
しかし、保護者たちの中には、子どもが寄宿舎で暮
らすことであれば、鎮や市の小学校を選んだ方が様々
な面でウランハダ学校に入学するより良いと考える人
が増え、鎮や市の小学校を選び、自分の子どもをそこ
に通わせることになる。具体的に図２のように、モン
ゴル語で授業の場合、ウランハダ地域の子どもたち
は、ウランハダ学校、八区の小学校、ジャルート旗の
中心部の唯一民族小学校―魯北蒙古族実験小学校或い
は、市レベルの民族学校を選んで入学することができ
る。漢語授業の場合、ジャルート旗の鎮レベルの漢語
学校や旗レベル以上の学校を選ぶことになる
通遼市ジャル トー旗ウランハダ学校の位置村（人）村の人口：
自宅から学校の距離：
就・進学：
2km
80km
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図 2農村学校統廃合と子どもたちの就・進学の流れ（筆
者作成）
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しかしながら、鎮や市の小学校に通える子どもたち
は、家庭の経済状況や保護者が教育熱心であるケース
が多い。一方、この地域の子どもたちの居場所として
は学校と家を除き、遊び場や子ども向け設備・施設は
ない。また、経済的に貧困な家庭の子どもが多くいる。
さらに、子どもたちの中には、農村留守児童、ひとり
親家庭の子ども、軽度の障がいをもつ子どもたちが学
校の寄宿舎で一緒に暮らしている。生活設備が十分に
整えていない寄宿舎暮らし、子どもたちの心身への健
康が影響されている。
四．農村寄宿制学校が抱える可能性
と課題
農村学校統廃合と教育資金の投資による寄宿制学校
は、西部の農村における基礎教育改革にとっては、歴
史的な取り組みであり、学齢児の登校困難問題の解決
のみならず、教育公平の実現ができることを重要とし
てきた。この実現によって遠距離の通学による退学や
中退等の問題を解決し、「普九」の実現や学校配置調
整が順調に実施されることが保障された。本来なら
ば、農村地域で寄宿制学校を発展させた最初の考えは、
少数民族地域の子どもたちの通学問題を解決するため
であったが、寄宿制学校の機能が社会の変動によって、
変化が起きている。
近年の人口出生率の低下、農民工、出稼ぎ人口の増加、
農村学校の生徒不足による学校規模の縮小、運営資金
不足等の問題が発生することによって、学校の統廃合、
学校配置調整の実施が行われ、寄宿制学校は、各地域
の政府機関に優先的に選択された。
しかし、農村寄宿学校が抱える問題は多いことが明
らかになっている。具体的には以下のように考えられる。
第1に、農村寄宿制学校の基礎生活設備が完全に整え
ていない。農村学校における生活設備が整っていない
ことは、全国各地の農村学校に普遍的に存在している。
宿舎面積が平すべてに指標に達していない。また、子
どもの食堂面積と浴室の不足など生活設備が整えてい
ない。小学生自身が寄宿舎の生活になれず、自分の支
度すらも出来ないうえ、設備が整備されていない状況
により、小学生の寄宿生活にもっとも不便が生じ、寄
宿制機能の発揮ができなくなっている。
第2に、農村寄宿制学校は新たに増加したコストによ
り、財政の保障が困難になっている。董21 によると、寄
宿制学校の運営コストの構造の変化により、学いて校
統廃合前後が大きな変化が起きたと指摘している。ま
た、寄宿舎付き学校になったことにより、宿舎管理人
の配置、食堂運営等が増加された。教師が子どもの教
育と生活両側の面倒をみるため、教師の負担が大きく
なり、教師という本来ならば、教えるだけの「力」が
分散されている。
第3に、農村寄宿制学校の内部管理に問題が存在
し、寄宿生の学校生活が単一である。寄宿制学校の子
どもの時間は、学習時間と課外活動時間があり、寄宿
生と非寄宿生を比べてみると、はっきりした特徴があ
る。それは、非寄宿生は課外活動の時間がたっぷりある。
寄宿制学校は、課外活動設備が不足し、子どもが選択
できるほどの遊具がない。また、教職員の栄養意識が
高くないことによって、寄宿制学校の食事は栄養バラ
ンスが偏っている。さらに、緊急事態の対応能力が低い。
宿舎内の火事対応、食中毒、インフルエンザ等の感染
症に対する処理ができない。
第4に、貧困寄宿生への生活補助金が不足しているた
め、家庭の経済的な負担が増加している。基本的に寄
宿制学校は子どもに経済負担はないはずであるが、地
域によって、寄宿生たちは食費を先払いした後、国の
補助金が子どもたちに支払われるところも少なくない。
第5に、家庭教育機能の欠如を補い、農村留守児童
21	 董世華　著「我国農村寄宿制学校問題研究」中国社会科学
出版　2015.9　Ｐ180
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問題を解決できた。王ら22によると、農村寄宿舎学校
は、農村留守児童の心身的な健康、学習支援、社会に
対する認識等の面で教育することにより、ある程度家
庭教育の欠如を補う機能を持っていると考えられてい
る。しかし、宿舎暮らしの実態は、家庭を代替するほ
どではない。董23は「寄宿制学校において、留守児童が
抱えている家庭教育の欠如問題を解決することが、寄
宿制学校が考えるべき重要な問題である。」と述べてい
る。
総合的にみてみると、農村学校配置調整による学校
統廃合は、既存の寄宿制学校を新たに作り上げたと考
えられる。寄宿学校の環境設備から人員配置や資金投
入などの面で格差が明らかである。また、寄宿制学校
の普及は、農村地域の子どもたちの義務教育を受ける
ことが保証され、通学問題による学校を中退する子ど
もの問題を解決できたと考えられる。
しかしながら、子どもにとっては、学校や寄宿舎に
暮らす期間が家庭での暮ら期間より圧倒的に長い。そ
のため、寄宿制学校に暮らす子どもたちの家庭内の教
育や両親との関係性に注目すべきではないかと考える。
このようなことがとくに、少数民族であるモンゴル民
族の子どもたちの民族文化の伝承や民族アイディン
ティテイィの形成に与える影響が大きいと考える。
新保24は、「民族文化の伝達、継承の上で、家庭教育
は重要である。家庭内で文化伝達が行われる限り、子
どもは民族文化に対して肯定的な態度を獲得し民族ア
イデンティティが形成される。とりわけ、母親は生活
上の様式、しつけは子どもに身につけさせ、文化を内
面化するといった家庭内の文化継承の重要な担い手で
22	 王利、董麗媛「農村寄宿制学校の課外活動調査研究」2012
年
23	 董世華　著「我国農村寄宿制学校問題研究」中国社会科学
出版　2015.9　Ｐ92
24	 新保　敦子著『中国エスニック・マイノリティの家族～変
容と文化継承をめぐって～』2014年6月18日初版第１刷発行　株式
会社国際書院Ｐ97 ～
ある。」と民族文化伝承に対する家庭や家族の役割を指
摘している。
学校統廃合と寄宿制学校の整備は、子どもから家族・
地域社会との時間を減少させることになった。そのこ
とにより、寄宿制学校で暮らす少数民族の子どもたち
は、幼いころから親元と地元を離れてくらすことになっ
た。その結果子どもたちは身近なモンゴル生活に触れ
なくなっている。
こうしたことが子どもたちの成長発達にどのような
影響を与えるか、子ども本人や保護者などの　調査か
らその実態を明らかにし、急速に増加する寄宿制学校
が子どもたちの成長発達を総合的に保障していく取り
組みになるために、その実践方法を検討していくこと
が必要であると考えている。
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